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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下水汚泥を加熱して乾燥する乾燥機と、該乾燥機により乾燥された前記下水汚泥を熱分
解して熱分解ガスを生成するガス化炉と、を備える下水汚泥のガス化設備に併設され、前
記熱分解ガスを燃焼させることにより、熱および電力を発生させる下水汚泥のガス化発電
設備であって、
　前記熱分解ガスおよび補助燃料を燃焼させて電力を発生させるガスエンジン発電ユニッ
トと、前記熱分解ガス、およびガスエンジン発電ユニットから発生した排ガスを通過させ
ることで前記熱分解ガスを冷却しかつ前記排ガスを加熱する熱交換器と、を備え、
　この熱交換器で冷却された熱分解ガスは、前記ガスエンジン発電ユニットに移送される
一方、
　前記熱交換器で加熱された排ガスは、前記乾燥機に移送されてこの排ガスの熱により前
記乾燥機内の下水汚泥を加熱する、
　または前記熱交換器で加熱された排ガスは該排ガスの熱によって蒸気を発生させ、この
蒸気が前記乾燥機に移送されて該蒸気の熱により前記乾燥機内の下水汚泥を加熱する構成
とされたことを特徴とする下水汚泥のガス化発電設備。
【請求項２】
　請求項１記載の下水汚泥のガス化発電設備において、
　前記補助燃料が液化天然ガス、都市ガス、汚泥の発酵により発生する消化ガスのうち少
なくとも１つからなることを特徴とする下水汚泥のガス化発電設備。
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【請求項３】
　下水汚泥を乾燥機により加熱して乾燥し、その後、該下水汚泥を熱分解することによっ
て熱分解ガスを生成し、該熱分解ガスを燃焼させることにより熱および電力を発生させる
下水汚泥のガス化発電方法であって、
　前記熱分解ガスおよび補助燃料をガスエンジン発電ユニットに供給して燃焼させる工程
と、
　前記熱分解ガス、および前記燃焼によって発生する排ガスを熱交換器に供給することで
前記熱分解ガスを冷却しかつ前記排ガスを加熱する工程と、
　前記熱交換器で冷却された熱分解ガスを前記ガスエンジン発電ユニットに移送する工程
と、
　前記熱交換器で加熱された排ガスを前記乾燥機に移送してこの排ガスの熱により前記乾
燥機内の下水汚泥を加熱する、または前記熱交換器で加熱された排ガスの熱により発生さ
せた蒸気を前記乾燥機に移送してこの蒸気の熱により前記乾燥機内の下水汚泥を加熱する
工程と、を有することを特徴とする下水汚泥のガス化発電方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、下水汚泥を加熱して乾燥する乾燥機と、該乾燥機により乾燥された前記下水
汚泥を熱分解して熱分解ガスを生成するガス化炉とを備える下水汚泥のガス化設備に併設
され、前記熱分解ガスを燃焼させることにより、熱および電力を発生させる下水汚泥のガ
ス化発電設備および下水汚泥のガス化発電方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　この種の下水汚泥のガス化発電設備を有する処理システムとしては、例えば下記特許文
献１に示されるような、下水汚泥を脱水する汚泥脱水機と、該汚泥脱水機により脱水され
た汚泥を加熱分解するガス化炉と、該ガス化炉により生成された熱分解ガスおよび残渣を
燃焼して蒸気を発生させるボイラーと、該ボイラーからの蒸気を動力源として電力等を発
生させる蒸気タービン発電機とを備え、前記ボイラーからの蒸気の一部が前記ガス化炉に
供給されてこの蒸気を熱源として前記汚泥を加熱分解する構成が知られている。
【０００３】
　また、下記特許文献２には、下水汚泥を水熱分解によりスラリー化して低分子化し、こ
れをガス化炉において部分酸化して一酸化炭素や水素等の粗製ガスを生成し、こうして生
成された粗製ガスを精製した後にガスタービン発電機において発電を行い、またその排ガ
スによって発生した蒸気により蒸気タービン発電機においても発電を行うものが提案され
ている。
【特許文献１】特開平１１－５１００号公報
【特許文献２】特開平１１－１９７６９８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、前記特許文献１に記載の処理システムでは、前記ボイラーで発生させた
蒸気により前記蒸気タービン発電機を駆動して電力等を発生させていたので、特に、下水
汚泥の処理量が比較的少ない場合（１０００ｋＷ以下）には、前記ボイラーで生ずる機械
的損失が、このガス化発電設備の発電効率に大きな影響を及ぼすこととなり、更なる発電
効率の向上を図ることが困難であるという問題があった。
　また、前記特許文献２に記載の処理システムでは、まず下水汚泥を水熱分解によって分
解しており、すなわち第１の熱交換器で下水汚泥を加熱し、次いでこれを第２の熱交換器
でさらに高温に加熱し、しかる後にこれを反応蒸発缶において水熱分解して低分子化する
ようにしており、この水熱分解に要する装置や設備が大規模かつ複雑となることが避けら
れない。
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【０００５】
　本発明は、このような背景の下になされたもので、下水汚泥の保有エネルギーを高効率
で電力として回収することが可能になるとともに、下水汚泥の処理システムの大型化およ
び高コスト化を抑制できる下水汚泥のガス化発電設備および下水汚泥のガス化発電方法を
提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　このような課題を解決して、前記目的を達成するために、本発明の下水汚泥のガス化発
電設備は、下水汚泥を加熱して乾燥する乾燥機と、該乾燥機により乾燥された前記下水汚
泥を熱分解して熱分解ガスを生成するガス化炉と、を備える下水汚泥のガス化設備に併設
され、前記熱分解ガスを燃焼させることにより、熱および電力を発生させる下水汚泥のガ
ス化発電設備であって、前記熱分解ガスおよび補助燃料を燃焼させて電力を発生させるガ
スエンジン発電ユニットと、前記熱分解ガス、およびガスエンジン発電ユニットから発生
した排ガスを通過させることで前記熱分解ガスを冷却しかつ前記排ガスを加熱する熱交換
器と、を備え、この熱交換器で冷却された熱分解ガスは、前記ガスエンジン発電ユニット
に移送される一方、前記熱交換器で加熱された排ガスは、前記乾燥機に移送されてこの排
ガスの熱により前記乾燥機内の下水汚泥を加熱する、または前記熱交換器で加熱された排
ガスは該排ガスの熱によって蒸気を発生させ、この蒸気が前記乾燥機に移送されて該蒸気
の熱により前記乾燥機内の下水汚泥を加熱する構成とされたことを特徴とする。
【０００７】
　また、本発明の下水汚泥のガス化発電方法は、下水汚泥を乾燥機により加熱して乾燥し
、その後、該下水汚泥を熱分解することによって熱分解ガスを生成し、該熱分解ガスを燃
焼させることにより熱および電力を発生させる下水汚泥のガス化発電方法であって、前記
熱分解ガスおよび補助燃料をガスエンジン発電ユニットに供給して燃焼させる工程と、前
記熱分解ガス、および前記燃焼によって発生する排ガスを熱交換器に供給することで前記
熱分解ガスを冷却しかつ前記排ガスを加熱する工程と、前記熱交換器で冷却された熱分解
ガスを前記ガスエンジン発電ユニットに移送する工程と、前記熱交換器で加熱された排ガ
スを前記乾燥機に移送してこの排ガスの熱により前記乾燥機内の下水汚泥を加熱する、ま
たは前記熱交換器で加熱された排ガスの熱により発生させた蒸気を前記乾燥機に移送して
この蒸気の熱により前記乾燥機内の下水汚泥を加熱する工程と、を有することを特徴とす
る。
【発明の効果】
【０００８】
　これらの発明によれば、ガス化炉により生成された熱分解ガスを直接ガスエンジン発電
ユニットに供給して電力を発生させるので、この下水汚泥の燃料化装置における機械的損
失の発生を最小限に抑制することが可能になり、下水汚泥の保有エネルギーを高効率で電
力として回収することができる。また、前記排ガスを乾燥機に移送してこの排ガスの熱に
より前記乾燥機内の下水汚泥を加熱する、若しくは前記排ガスの熱により発生させた蒸気
を前記乾燥機に移送してこの蒸気の熱により前記乾燥機内の下水汚泥を加熱するので、燃
焼装置等の新たな設備を設けることを回避することが可能になり、下水汚泥処理システム
の大型化、高コスト化を抑制することができる。
　ここで、ガスエンジンが、供給された燃料ガスを効率的に燃焼するためには、この燃料
ガスの保有する熱量が一定時間当たりで変動する変動量に限界がある一方で（以下、この
限界値を「限界変動量」という）、前記熱分解ガスの発熱量は、前記下水汚泥の性状や含
水率等により変動し、この変動量は一般に前記限界変動量より大きい。そのため、前記熱
分解ガスのみをガス発電ユニットに供給して燃焼させても該ガスを効率的に燃焼させるこ
とができず、発電効率および出力の安定化を図ることができない。
　しかしながら、本発明では、前記熱分解ガスとともに補助燃料をガスエンジン発電ユニ
ットに供給して燃焼させるので、該供給される燃料ガスの熱量を安定させることが可能に
なり、発電効率および出力の安定化を図ることができる。
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【０００９】
　さらに本発明では、前記熱交換器によって高温とされた前記排ガスが前記乾燥機に移送
、若しくは前記熱交換器によって高温とされた前記排ガスの熱により蒸気を発生させてこ
の蒸気が前記乾燥機に移送されるので、この下水汚泥を高効率に乾燥処理することが可能
になり、このガス化発電設備を有する下水処理システムの発電効率を向上させることがで
きる。また、前記熱交換器において、前記熱分解ガスを、前記ガスエンジン発電ユニット
にとって最適な温度に調整することが可能になり、該ガスエンジン発電ユニットにおける
燃焼効率の向上を図ることができ、このガス化発電設備を有する下水処理システムの発電
効率を向上させることができる。
　さらに、前記熱交換器によって高温とされた排ガスをボイラーへ導入して蒸気を発生さ
せ、該蒸気により前記乾燥機内の前記下水汚泥を加熱する場合には、前記排ガスの熱を高
温に維持した状態で前記乾燥機に移送することを容易に実現することができる。
　さらにまた、前記補助燃料が液化天然ガス、都市ガス、汚泥の発酵により発生する消化
ガスのうち少なくとも１つからなることが望ましい。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　図１は、本発明の一実施形態を示すものである。本実施形態の下水汚泥のガス化発電設
備１０は、下水汚泥Ａを加熱して乾燥する乾燥機２１と、該乾燥機２１により乾燥された
下水汚泥Ａを熱分解して可燃性の熱分解ガスＥを生成するガス化炉２２とを備える下水汚
泥のガス化設備２０に併設され、前記熱分解ガスＥを燃焼させることにより、熱および電
力を発生させる概略構成とされている。具体的には、前記熱分解ガスＥおよび補助燃料Ｆ
を燃焼させて電力を発生させるガスエンジン発電ユニット１１を備え、このガスエンジン
発電ユニット１１から発生した排ガスＧにより発生させた蒸気Ｊが乾燥機２１に移送され
るようになっている。なお、ガスエンジン発電ユニット１１は、ガスエンジンと該ガスエ
ンジンの出力軸と直結された発電機とを備え、前記ガスエンジンの出力軸に生じた回転駆
動力により発電機を駆動させて電力を得るようになっている。
【００１１】
　さらに、本実施形態の下水汚泥のガス化発電設備１０は、前記熱分解ガスＥおよび前記
排ガスＧが内部を通過する熱交換器１２を備えている。そして、前記排ガスＧは、この熱
交換器１２の内部で前記熱分解ガスＥにより加熱された後に、その熱により蒸気Ｊを発生
させて、この蒸気Ｊが前記乾燥機２１内の前記下水汚泥Ａを加熱し、前記熱分解ガスＥは
、前記熱交換器１２の内部で前記排ガスＧにより冷却された後に、ガスエンジン発電ユニ
ット１１に移送されるようになっている。
　また、下水汚泥のガス化発電設備１０は、熱交換器１２により加熱された前記排ガスＧ
の熱によって蒸気を発生させる構成とされたボイラー１３を備えている。そして、該ボイ
ラー１３により発生された蒸気は、前記乾燥機２１に供給可能とされており、該蒸気の熱
によって乾燥機２１内の下水汚泥Ａが加熱されるようになっている。
【００１２】
　次に、以上のように構成された下水汚泥のガス化発電設備１０を用いた下水汚泥のガス
化発電方法について説明する。
　まず、乾燥機２１に供給された下水汚泥Ａを、乾燥機２１により加熱して、所定の含水
率まで乾燥し、その後、該下水汚泥Ａをガス化炉２２に移送し、このガス化炉２２におい
て、前記下水汚泥Ａを約５００℃～８００℃で加熱処理し、熱分解ガスＥを生成する。な
お、この際、前記下水汚泥Ａに含まれる有機物が炭化されることにより、炭化物Ｃも生成
される。
【００１３】
　次に、前記熱分解ガスＥを、熱交換器１２を通過させた後に、例えばＬＮＧガス等の補
助燃料Ｆとともに、ガスエンジン発電ユニット１１に移送する。そして、燃料としての熱
分解ガスＥおよび補助燃料Ｆをガスエンジン発電ユニット１１の前記ガスエンジンにより
燃焼させ、この際の燃焼エネルギーによって、前記ガスエンジンの出力軸を回転駆動させ
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、この回転駆動力を前記発電機に伝導させて電力Ｄを発生させる。この際に、前記ガスエ
ンジンから発生した排ガスＧは熱交換器１２に移送される。
【００１４】
　ここで、熱交換器１２に移送される前における排ガスＧおよび熱分解ガスＥの温度は、
排ガスＧの方が熱分解ガスＥより低くなっている。このため、排ガスＧおよび熱分解ガス
Ｅが熱交換器１２の内部を通過すると、排ガスＧは熱分解ガスＥにより加熱される一方、
熱分解ガスＥは排ガスＧにより冷却される。すなわち、ガス化炉２２により生成された熱
分解ガスＥは、熱交換器１２で冷却されて温度調整された後に、補助燃料Ｆと混合され、
ガスエンジン発電ユニット１１に移送される。また、前記ガスエンジンにより発生された
排ガスＧは、熱交換器１２で加熱された後に、ボイラー１３に移送される。ここで、補助
燃料Ｆには液化天然ガス（ＬＮＧ）、都市ガスや下水処理場内で発生する下水汚泥を生物
学的に処理した際に発生するメタンを主成分とする消化ガスなどを用いることができる。
　そして、ボイラー１３において排ガスＧの熱により蒸気Ｊを発生させ、この蒸気Ｊを乾
燥機２１に移送し、この蒸気Ｊの熱により乾燥機２１内の下水汚泥Ａを加熱して乾燥させ
る。
【００１５】
　以上説明したように本実施形態による下水汚泥のガス化発電設備１０によれば、ガス化
炉２２により生成された熱分解ガスＥを直接ガスエンジン発電ユニット１１に供給して電
力Ｄを発生させるので、この下水汚泥の燃料化装置１０における機械的損失の発生を最小
限に抑制することが可能になり、下水汚泥Ａの保有エネルギーを高効率で電力として回収
することができる。また、前記排ガスＧの熱により発生させた蒸気Ｊを乾燥機２１に移送
してこの蒸気Ｊの熱により乾燥機２１内の下水汚泥Ａを加熱するので、燃焼装置等の新た
な設備を設けることを回避することが可能になり、下水汚泥処理システムの大型化、高コ
スト化を抑制することができる。
　また、燃料ガスとして、熱分解ガスＥとともに補助燃料Ｆをガスエンジン発電ユニット
１１に供給して燃焼させるので、該燃料ガスの熱量を安定させることが可能になり、発電
効率および出力の安定化を確実に図ることができる。
【００１６】
　さらに、本実施形態では、下水汚泥のガス化発電設備１０が熱交換器１２を備えている
ので、この熱交換器１２によって高温とされた排ガスＧが、その熱により蒸気Ｊを発生さ
せて、この蒸気Ｊが乾燥機２１に移送されその熱により乾燥機２１内の下水汚泥Ａを加熱
することが可能になり、この下水汚泥Ａを高効率に乾燥処理することが可能になり、この
ガス化発電設備１０を有する下水処理システムの発電効率を向上させることができる。ま
た、熱交換器１２において、熱分解ガスＥを、ガスエンジン発電ユニット１１にとって最
適な温度に調整することが可能になり、該ガスエンジン発電ユニット１１における燃焼効
率の向上を図ることができ、このガス化発電設備１０を有する下水処理システムの発電効
率を向上させることができる。
　さらにまた、前記ガスエンジンにより発生された排ガスＧをボイラー１３へ導入して蒸
気Ｊを発生させ、該蒸気Ｊにより乾燥機２１内の前記下水汚泥を加熱するので、前記排ガ
スＧの熱を高温に維持した状態で乾燥機２１に移送することを容易に実現することができ
る。
【００１７】
　なお、本発明の技術的範囲は前記実施の形態に限定されるものではなく、本発明の趣旨
を逸脱しない範囲において種々の変更を加えることが可能である。例えば、熱分解ガスＥ
を、ガスエンジン発電ユニット１１に供給する前にフィルターを通過させて洗浄するよう
にしてもよい。さらに、ガス化炉２２で生成される炭化物Ｃは、燃料として例えば灰溶融
炉に投入して利用してもよい。
【００１８】
　さらにまた、排ガスＧの熱によりボイラー１３で蒸気Ｊを発生させ、該蒸気Ｊを乾燥機
２１に移送し、この蒸気Ｊの熱により乾燥機２１内の下水汚泥Ａを加熱、乾燥する構成を
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示したが、乾燥機２１の構成に応じて種々変更することが可能である。例えば、排ガスＧ
を乾燥機２１に直接移送して、このガスＧの熱により前記下水汚泥Ａを加熱するようにし
てもよく、また、ボイラー１３に代えて熱交換器を設けてもよい。
【００１９】
　さらに、前記実施形態で示した熱交換器１２を除いた構成であってもよい。すなわち、
図２に示すように、ガス化炉２２で生成された熱分解ガスＥを熱交換器１２を通過させず
に直ぐに補助燃料Ｆと混合させ、これらＥおよびＦをガスエンジン発電ユニット１１に供
給するようにしてもよい。この場合においても、前記実施形態と同様に、下水汚泥Ａの保
有エネルギーを高効率で電力として回収することができるとともに、下水汚泥処理システ
ムの大型化、高コスト化を抑制することができる。
【００２０】
　さらに、ガスエンジン発電ユニット１１に、外部から吸気した燃焼空気を供給して、前
記ガスエンジンの燃焼効率をさらに向上させるようにしてもよい。この場合において、前
記ガス化発電設備１０に図示しない第１熱交換器を備えさせるとともに、該第１熱交換器
の内部に、熱分解ガスＥと、外部から吸気された燃焼空気とを通過させることにより、前
記燃焼空気を熱分解ガスＥにより加熱する一方、熱分解ガスＥを前記燃焼空気により冷却
してその温度を調整するのが望ましい。特に、前記第１熱交換器内を通過させる熱分解ガ
スＥは、図１に示す実施形態においては、熱交換器１２を通過したものが望ましい。
　これにより、ガスエンジン発電ユニット１１の前記ガスエンジンの燃焼効率を確実に向
上させることが可能になるととも、該ガスエンジンに作用する負荷を最小限に抑制するこ
とができる。
【産業上の利用可能性】
【００２１】
　下水汚泥の保有エネルギーを高効率で電力として回収することが可能になるとともに、
下水汚泥の処理システムの大型化および高コスト化を抑制できる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明の下水汚泥のガス化発電設備の第１実施形態を示す概略図である。
【図２】本発明の下水汚泥のガス化発電設備の第２実施形態を示す概略図である。
【符号の説明】
【００２３】
　１０、３０　下水汚泥のガス化発電設備
　１１　ガスエンジン発電ユニット
　１２　熱交換器
　２０　下水汚泥のガス化設備
　２１　乾燥機
　２２　ガス化炉
　Ａ　下水汚泥
　Ｄ　電力
　Ｅ　熱分解ガス
　Ｆ　補助燃料
　Ｇ　排ガス
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